
部活動の地域展開等推進事業費補助金実施要綱 

 

（令和８年７月31日北海道教育委員会教育長決定） 

 

１　通則 

　　地方スポーツ振興費補助金（運動部活動の地域展開等推進事業（休日の地域クラブ活動費等の支援、

地方公共団体の体制整備等、平日も含めた地域展開等の加速化のための重点課題への対応及び中学校

における部活動指導員の配置支援））交付要綱（令和８年４月８日スポーツ庁長官決定）、運動部活動

の地域展開等推進事業（休日の地域クラブ活動費等の支援、地方公共団体の体制整備等、平日も含め

た地域展開等の加速化のための重点課題への対応及び中学校における部活動指導員の配置支援）実施

要領（令和８年４月８日スポーツ庁次長決定）、文化芸術振興費補助金（文化部活動の地域展開等推

進事業（休日の地域クラブ活動費等の支援、地方公共団体の体制整備等、平日も含めた地域展開等の

加速化のための重点課題への対応及び中学校における部活動指導員の配置支援））交付要綱（令和８

年４月８日文化庁長官決定）及び文化部活動の地域展開等推進事業（休日の地域クラブ活動費等の支

援、地方公共団体の体制整備等、平日も含めた地域展開等の加速化のための重点課題への対応及び中

学校における部活動指導員の配置支援）実施要領（令和８年４月８日文化庁次長決定）に基づき、道

内における公立中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学

部を含むものとし、札幌市立の学校を除く。以下同じ。）の部活動の地域展開等に係る次の事業の実

施について必要な事項を、本実施要綱で定めるものとする。 

  （１）実施する休日の地域クラブ活動費等の支援 

　（２）地方公共団体の体制整備等 

　（３）平日も含めた地域展開等の加速化のための重点課題への対応 

　（４）中学校における部活動指導員の配置 

 

２　事業の内容 

　（１）実施する休日の地域クラブ活動費等の支援 

　　　　市町村において、休日の地域クラブ活動の実施に要する経費について支援を実施する。 

　  　　支援の対象は、市町村が認定した「認定地域クラブ活動（文部科学省が令和７年12月に策定し

た「部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガイドライン」（以下「ガイドラ

イン」という。）において示された認定要件等に基づき認定したものをいう。以下同じ。）」とす

る。ただし、市町村が自ら地域クラブ活動を運営し、認定したものとみなされる場合及び認定制

度の経過措置により認定を受けたものとみなされる場合を含むものとする。 

　（２）地方公共団体の体制整備等 

        市町村において、部活動の地域展開等に向けた推進体制の整備等に向けて、以下の取組を実施

する。 

　　　　市町村の体制整備等の支援の対象は、原則、事業実施年度に地域クラブ活動の実施が計画され

ている市町村とする。当該年度中に、試行的な地域クラブ活動の実施や体験会の開催などを含め、

子どもたちを対象にした活動等を実施する予定が全くなく、行政内部での検討等に留まる場合は

支援の対象外とする。 

・コーディネーターの配置 

・人材バンクの設置・運用 

・指導者研修の実施 

・移動手段の確保 

・ポータルサイト等の開設・運用 

・その他、部活動の地域展開等に向けた推進体制の整備等に必要な取組 

　（３）平日も含めた地域展開等の加速化のための重点課題への対応 

 　　　 市町村において、平日の部活動の地域展開等について、実現可能な活動の在り方や課題への対

応策の検証等を行うため、実証事業を実施する。 

　　　　本事業を実施する市町村は、北海道が別に示した方向性を踏まえ解決に向けて取り組む課題を

選択の上取組を実施し、取組の成果等を報告する。 

 



　（４）中学校における部活動指導員の配置 

        公立の中学校の設置者が、教師に代わり部活動の指導を行う部活動指導員を配置するために要

する経費について支援を実施する。支援の対象は、次に掲げる全ての事項を満たしているものと

する。 

　　　ア　実施主体である中学校の設置者が設置する中学校の全ての部活動において、ガイドライン（活

動時間：週当たり11時間程度（平日２時間、休日３時間）、休養日：週２日以上、部活動指導

員に対する研修など）を遵守していること。 

　　　イ　部活動指導員を配置する学校の設置者が設置する全ての学校において、教師の在校等時間の

客観的な把握を行っていること。 

 

３　実施主体 

実施主体は市町村とする。また、「中学校における部活動指導員の配置」を除き、本事業を行うこ

とが適当と認められる団体に委託して行うことができる。 

 

４　事業計画書の提出 

補助金の交付を受けようとする市町村は、北海道が指定する期日までに、事業の概要や積算の根拠

となる書類を添え、事業計画書を提出するものとする。 

なお、スポーツ活動（１のスポーツ振興費補助金（スポーツ庁所管）の対象事業。以下同じ。）と

文化芸術活動（１の文化芸術振興費補助金（文化庁所管）の対象事業。以下同じ。）の両方を希望す

る場合は、別葉とする。 

 

５　実績報告書の提出 

補助金の交付決定を受けた市町村は、北海道が指定する期日までに、本事業の取組内容をまとめた

概要資料及び積算の根拠となる証拠書類を添え、実績報告書を提出するものとする。 

 

６　費用 

  （１）実施する休日の地域クラブ活動費等の支援 

     ア　補助対象経費 

　　　 　本事業の補助対象経費は、中学校の部活動の地域展開等と地域スポーツ・文化芸術環境の一

体的な整備を進め、将来にわたり子どもたちがスポーツ活動や文化芸術活動に継続して親しむ

ことができる機会を確保するために実施する休日の地域クラブ活動費等の支援に要する経費の

うち、２月末日までの実施に係る次に掲げるものとする。ただし、休日の地域クラブ活動費等

の支援の実施に直接かかわらないものは対象としない。また、取扱いに際しては、国による他

の事業や北海道が持つ他の経費と紛れることのないようにすること。 

       【補助対象経費】  

   　　　休日の地域クラブ活動の実施に要する経費（人件費、諸謝金、旅費、通信運搬費、印刷製本

費、会議費、備品費、消耗品費、借料及び損料、保険料、雑役務費、委託費、補助金） 

　　 イ　補助金の額 

         補助対象経費の３分２以内の額（千円未満切捨て）について、予算の範囲内で補助するもの

とする。 

　　 ウ　事業費の積算方法 

（ア）下表に定める補助単価と、休日の地域クラブ活動費等の支援に要する経費から参加費等

の収入を控除した額とを比較し、いずれか少ない方の額を１地域クラブ活動当たりの補助

基準額とし、市町村における各地域クラブ活動の補助基準額の合計額（千円未満切捨て）

により算出する。 

　　　 （イ）参加生徒数が５人未満の地域クラブ活動については、原則として補助対象外とするが、

以下のいずれかに該当するものについては、補助対象とし③の補助単価を適用する。 

ａ  山間地、漁業集落、へき地及び離島で実施している場合 

ｂ  ａのほか、当該補助事業を実施する必要があると教育長が認める場合 

 

 

 



   表１：休日の地域クラブ活動費等の支援に係る補助単価（スポーツ活動） 

参加生徒数及び  月４回  月３回  月２回  月１回 

指導者配置人数  程度活動  程度活動  程度活動  程度活動

①
 参加生徒数27人以上で   673千円   550千円   427千円   305千円

指導者を３人以上配置

②
 参加生徒数13人～26人で   576千円   475千円   373千円   272千円

指導者を２人配置

③
 参加生徒数５人～12人で   423千円   356千円   290千円   224千円

指導者を１人配置

 

   表２：休日の地域クラブ活動費等の支援に係る補助単価（文化芸術活動） 

参加生徒数及び  月４回  月３回  月２回  月１回 

指導者配置人数  程度活動  程度活動  程度活動  程度活動

①
 参加生徒数27人以上で   691千円   569千円   446千円   323千円

指導者を３人以上配置

②
 参加生徒数13人～26人で   596千円   494千円   393千円   291千円

指導者を２人配置

③
 参加生徒数５人～12人で   443千円   377千円   311千円   245千円

指導者を１人配置

 

　 ※　事業実施月数（１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とする。）が12月に満たない場

合には、上記のそれぞれの補助単価に「事業実施月数÷12」を乗じた額（千円未満切り捨て）

を補助単価とする（道事業の終期は２月末日までとするので、最大で「11÷12」となる）。     

　 ※  参加生徒数は、各月の参加生徒数の年間平均（小数点以下は切り上げ）で算出する。 

　 ※  参加生徒数が27人以上の場合であっても、指導者が２人の場合には②の補助単価を、指導者が

１人の場合には③の補助単価を適用する。参加生徒数が13人～26人の場合であっても、指導者

が１人の場合には③の補助単価を適用する。 

 

　　エ　留意事項 

　　　　複数の指導人材が活動に携わることが困難な場合で、指導者を１人配置とする場合は、市町村

の職員・コーディネーターや運営団体の職員等による地域クラブ活動の実施主体への巡回指導を

適切に実施すること等により、事故防止や暴力・暴言等の不適切な行為の防止を図ること。 

 

　（２）地方公共団体の体制整備等 

　　　ア　補助対象経費及び補助金の額 

　　　　　本事業の補助対象経費は、中学校の部活動の地域展開等と地域スポーツ・文化芸術環境の一

体的な整備を進め、将来にわたり子供たちがスポーツ活動や文化芸術活動に継続して親しむこ

とができる機会を確保するために実施する地方公共団体の体制整備等に要する経費のうち、２

月末日までの配置に係る次に掲げるものとする。ただし、地方公共団体の体制整備等の実施に

直接かかわらないものは対象としない。また、取扱いに際しては、国による他の事業や北海道

が持つ他の経費と紛れることのないようにすること。  

 　　　【補助対象経費】  

地方公共団体の体制整備等の実施に要する経費（人件費、諸謝金、旅費、通信運搬費、印刷

製本費、会議費、備品費、消耗品費、借料及び損料、雑役務費、委託費） 

　　　イ　補助金の額 

          補助対象経費の３分２以内の額（千円未満切捨て）について、予算の範囲内で補助するもの

とする。 

     　 　なお、補助対象経費に充当する収入がある場合は、当該収入額を補助対象経費から控除した

上で補助金の額を算定する。 

　　　ウ　事業費の積算方法 

 　　　　 以下の規模を上限の目安に、地域の実情に応じて必要な経費を積算すること。 

 



　　　　（ア）スポーツ活動 

            ・休日と平日の地域展開に取り組む市町村 

  　　　　　　１市町村当たり 7,500千円 

　  　　　　・休日のみの地域展開に取り組む市町村 

 　 　　　　　１市町村当たり 4,800千円 

　　　　（イ）文化芸術活動  

　　　　　　・休日と平日の地域展開に取り組む市町村 

 　　　　　 　１市町村当たり 4,500千円 

 　　　　　 ・休日のみの地域展開に取り組む市町村 

 　　　　　　 １市町村当たり 3,000千円 

 

　（３）平日も含めた地域展開等の加速化のための重点課題への対応 

　　　ア　補助対象経費 

　　　　　本事業に係る補助対象経費については、中学校の部活動の地域展開等と地域スポーツ・文化

芸術環境の一体的な整備を進め、将来にわたり子供たちがスポーツ活動や文化芸術活動に継続

して親しむことができる機会を確保するために実施する平日も含めた地域展開等の加速化のた

めの重点課題への対応に要する経費のうち、２月末日までの実施に係る次に掲げるものとする。

ただし、当該事業の実施に直接かかわらないものは対象としない。また、取扱いに際しては、

国による他の事業や北海道が持つ他の経費と紛れることのないようにすること。 

　　　　【補助対象経費】 

　　　　　平日も含めた地域展開等の加速化のための重点課題への対応に要する経費（人件費、諸謝金、

旅費、通信運搬費、印刷製本費、会議費、備品費、消耗品費、借料及び損料、保険料、雑役務

費、委託費、補助金） 

イ　補助金の額 

          補助対象経費の合計額（千円未満切捨て）について、予算の範囲内で補助するものとする。 

     　 　なお、補助対象経費に充当する収入がある場合は、当該収入額を補助対象経費から控除した

上で補助金の額を算定する。 

 

　　　ウ　事業費の積算方法 

　　　　　スポーツ庁及び文化庁が定める１都道府県における規模の上限の目安（スポーツ活動：100,

000千円、文化芸術活動26,000千円）を踏まえ、地域の実情に応じて必要な経費を積算するこ

と。 

　　　エ　留意事項 

　　　　　本事業の実施に当たっては、別に定める様式により、本事業の取組の成果等をまとめた成果

報告書を提出すること。なお、当該報告書において、地域クラブ活動の実施・運営に当たって

は、企業版ふるさと納税やガバメントクラウドファンディングをはじめとした寄附等の活用、

民間企業との連携等、受益者負担と公的負担以外の新たな財源の確保等も有効に組み合わせる

などして、次年度以降も地域において持続的に活動することを前提とした仕組みの検討につい

て記載すること。 

 

　（４）中学校における部活動指導員の配置 

ア　補助対象経費 

　　　　　本事業の補助対象経費は、中学校の部活動の地域展開等と地域スポーツ・文化芸術環境の一

体的な整備を進め、将来にわたり子供たちがスポーツ活動や文化芸術活動に継続して親しむこ

とができる機会を確保するために、公立の中学校において実施される部活動において、当該学

校の設置者が部活動指導員（会計年度任用職員に限る。）を配置するために要する経費のうち、

２月末日までの配置に係る次に掲げるものとする。なお、ガイドラインで示す部活動改革の基

本的な考え方等を踏まえ、平日における部活動指導員の配置の取組を対象としつつ、（ア）又

は（イ）の場合に限り、休日の配置の取組も対象とする。 

　　　　　また、会議・研修の出席や採用事務に係る経費、原稿執筆に係る謝礼金など、部活動に直 

接関わらないものは対象としない。  

　　　　　なお、取扱いに際しては、国による他の事業や北海道が持つ他の経費と紛れることのないよ



うに留意すること。 

　　　　（ア）地域展開に至る前段階として部活動指導員の配置を行うもので、ガイドラインが定める

改革実行期間終了時までに計画的に地域展開に繋げていく取組  

　　　　（イ）中山間地域や離島をはじめ特殊な事情により地域展開に困難を伴う場合の取組 

　　　　【補助対象経費】 

　　　　　ａ　報酬（社会保険料(本人負担分に限る。)を含む。） 

　　　　  ｂ  期末手当・勤勉手当 

 　　　　 ｃ　交通費（ただし、次の条件を全て満たす場合に限る。） 

            （ａ）人材バンクを立ち上げている、若しくは、人材バンクの立ち上げ計画を作成して

いる、又は道の人材バンクに積極的に参画する市町村 

 　　　　　 （ｂ）交通手段が車（他の交通機関がなく、かつ距離等の事情により真に車での通勤が

やむを得ない場合に限る。）で、片道の通勤距離が60km未満のものに要する経費 

イ　補助金の額 

          補助対象経費の３分２以内の額（千円未満切捨て）について、予算の範囲内で補助するもの

とする。 

ウ　事業費の積算方法 

　　　　（ア）部活動指導員の勤務や活動に対する報酬の積算に用いる１時間当たりの単価(補助単価)

は、1,600円(社会保険料(本人負担分に限る。)を含む。)を補助上限とする。なお、報酬

が時間単価によらない場合であっても、１時間当たりで換算した単価が1,600円以下であ

ることを事業申請に際して明らかにすること。 

　　　　（イ）期末手当・勤勉手当については、各市町村の会計基準等に基づく額を設定しても差し支

えないが、期末手当・勤勉手当基礎額算出の際の１時間当たりの単価は、1,600円を補助

上限に算出するものとする。 

 　　　　　　 なお、時間単価によらない場合であっても、１時間当たりで換算した単価が1,600円以

下であることを事業申請に際して明らかにすること。補助対象は、週当たり 15時間30分

以上の勤務実績がある場合に限るため、これに満たない場合は計上しないこと。 

　　　　（ウ）交通費は、地域や学校の実情を考慮し補助上限を設けないが、各市町村の会計基準等に

基づいて適切に計上すること。 

エ　留意事項 

　　　　（ア）地域人材を任用する場合、義務教育費国庫負担金の対象としている者は本事業の補助対

象から除外するので留意すること。 

   　  　(イ）本事業の実施に当たっては、部活動指導員が指導を行う場合、原則、単独で指導を行う

こと。 

   　　　(ウ）本事業の実施に当たっては、部活動指導員が引率を行う場合、原則、単独で引率を行う

こと。（生徒数や大会日程等の事情により、複数名での引率が必要な場合は、この限りで

ない。） 

　　　　 (エ）本事業の実施に当たっては、別に定める様式により、教師の部活動指導に係る在校等時

間を客観的に把握し、削減状況を報告すること 

 

　　　附　則 

　この要綱は、令和８年７月31日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 


